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頁☆論文要旨
題目：首都圏における港湾物流施設量と立地特性に関する研究
（1）研究内容
 一般に、物流施設は貨物の一時保管、積み替え輸送などの物流拠
点として経済活動の重要な役割を果たしている。特に港湾物流施設
は港湾と内陸輸送を結ぶ拠点として一般の物流施設とは異なり、
 fl］都市内輸送、大都市圏全域への輸送拠点機能と、
 ［2］海上輸送とのリンクのための港湾物流の拠点機能
を兼ねていると考えられる。このため港湾物流施設量と立地特性を
検討することは今後の海上貨物輸送量の変動に対する将来的な港湾
物流施設の在り方を考える上で重要であると考えられる。しかし、
これまで港湾物流施設量と立地特性に港湾の取扱貨物量や、立地分
布のグループ化を考慮して時系列データで分析した研究例はない。
 そこで本研究では首都圏に着目し、以下の2点を研究目的とする。
① 港湾物流施設と利用港湾の関連性から重回帰分析を適用し、
 輸出入、移出入別に貨物流動の変動に対する港湾物流施設量と
 立地特性について検討する。
②クラスター分析による分類から立地分布分析を行い、将来的
 な港湾物流施設の立地について考察する。
頁 ①の分析には港湾物流施設の立地に関する特性として8つの要因
を考え、都市レベルのマクロデータを用いて重回帰分析を行い、得
られたモデルから立地特性を検討した。また、②の分析には各年別
実績値データとその増加率データを用いてクラスター分析を適用し、
それぞれのグループ分けから将来的な立地の検討を行った。
 本研究で得られた主要な結果は、次のとうりである。
① 港湾物流施設は都市の地域特性と関連があり、港湾取扱貨物
 量の変動に対して新たな需要の発生が見込まれること、また、
 都市臨海部に集積するため、郊外への移転、進出を含めた新た
 な港湾物流施設の立地の在り方が問題になることを明示した。
② 港湾物流施設がある程度の距離帯と方向性を持って分布する
 と考えられ、基礎的な必要量の算出を行い、広域的な立地計画
 と整備が課題になることを明示した。
今後の課題としては、
（1）港湾物流施設と利用港湾の空間的な影響力、
（2）港湾物流施設量と関連要素の間に生じる時間的遅れ、
（3）港湾物流施設自体の取扱貨物別分類、
（4）詳細なデータの適用、
（5）貨物流動量の短・長期的な変動による影響
以上の分析を進める必要があると考えられる。
頁（2） 研究の流れ
本研究では以下に示した手順により結論を導き出した。
問題意識
現状分析
問題点
アプローチ
糸善
論
・本研究の位置づけと目的（1章）
①貨物流動の変動に対する港湾物流施設立地の分析
②立地分布のグループ化による、将来的な港湾物流
 施設の立地についての考察
b現状分析（2章）
①分析対象の設定
②港湾物流施設量の現状分析
③港湾取扱貨物量の現状分析
①多くの小規模港湾物流施設の存在
②都市臨海部への集積傾向
③各港湾により異なる特徴が存在
・港湾物流施設と利用港湾への仮説（3章）
・港湾物流施設の立地特性の分析（4章）
①重回帰分析の適用
②貨物流動の変動と港湾物流施設量の変化の分析
・港湾物流施設の立地分布分析（5章）
①クラスター分析による立地分布のグループ分け
②実績値分類と増加率分類の結果を比較し検討
③今後の港湾物流施設の立地についての考察
・結論（6章）
①港湾物流施設のモデル化より立地特性を明示
②港湾物流施設のグループ分けから、立地距離帯と
 方向性を持つことを明示し、北関東を中心とした
 将来的な港湾物流施設の立地検討と必要量を算出
・課題
①港湾と港湾物流施設の空間的な影響力の分析
②施設量と関連要素の間に生じる時間的遅れの分析
③詳細なミクロ分析
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第1章 はじめに
1．1 研究目的
 一般に、物流施設は貨物の一時保管、積み替え輸送などの物流拠
点として経済活動の重要な役割を果たしている。特に港湾物流施設
は港湾と内陸輸送を結ぶ拠点として一般の物流施設とは異なり、
［1］都市内輸送、大都市圏全域への輸送拠点機能
［21海上輸送とのリンクのための港湾物流の拠点機能
という2つの役割を兼ねていると考えられる。このため、現在、都
市と物流における問題（交通、環境等）が深刻化する中で、港湾物
流施設量とその立地特性を検討するということは、今後の海上貨物
翰送量の変動に対する将来的な港湾物流施設の在り方を考える上で
重要であると考えられるn2）。
 これまで物流施設の立地に関する研究には、
a） 都市内物流と交通に対する物流施設の在り方の考え方や事
  例の明示3）4）5）6）7）
b） 港湾内輸送と港湾内物流施設の在り方8）
c） 物流業者アンケート調査による立地思考分析9）
d） OR手法を用いた配置モデルの構築やその近似解を求める
  アルゴリズムの検討10）11）12）13）14）15）16）
頁   2
などがあるが、〈都市〉、〈港湾〉、〈背後圏〉の3っをリンクさ
せた、広域的で具体的な研究論文数は少ない（図1－1参照）。
 近年、首都圏を対象とした物流施設や港湾物流施設の立地要因の
分析とモデル化に関する研究があり、物流施設規模の戦略的立地や、
経営規模の経済性と立地限定性等が明らかになっている17）18）。
 しかし、港湾物流施設量はその利用港湾の貨物流動や背後圏の経
済活動と関連性があると考えられるが、これまで港湾物流施設量と
立地特性に港湾の取扱貨物量や、立地分布のグループ化を考慮して
時系列データで分析した研究例はない。
都市 背後圏
1， 4， 5 7，
10， 13／13，6
8 港湾
その他
IL 12，
14，15．16
図1－1 本研究の位置づけ目標（☆印）
   ※数字は参考文献番号
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 そこで、本研究では多くの港湾が存在する首都圏に着目し、都市
レベルのマクロデータを適用して、以下の2点を研究目的とする。
① 港湾物流施設と利用港湾の関連性から重回帰分析を適用し、
 輸出入（外貿）、移出入（丁丁）別に貨物流動の変動に対する
 港湾物流施設量と立地特性について検討する。
② クラスター分析による分類から立地分布分析を行い、将来的
 な港湾物流施設の立地について考察する。
1．2 本研究の構成
 本研究では、以下の手順で分析を進めることとする（図1－2参
照）。
 2章では分析の対象を設定して、港湾物流施設量と港湾取扱貨物
量の現状分析を行い、それらの特徴と問題点を明示する。3章では、
港湾物流施設と利用港湾への仮説を立てて分析を進める。4章では、
仮説に基づいて重回帰分析により港湾物流施設の立地をモデル化し、
輸出入（外貿）貨物と移出入（内貿）貨物のそれぞれの貨物流動の
変動量に対する港湾物流施設量の立地特性を明示する。5章では、
立地特性をもとにクラスター分析を適用して、港湾物流施設のグル
ープ化による立地分布分析を行い、将来的な港湾物流施設．の立地に
ついての検討と考察を行う。最後に6章で、本研究で得られた結論
と今後の課題を述べて締め括る。
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・港湾物流施設と港湾取扱貨物量の現状分析
・港湾物流施設量と利用港湾への仮説
   ※関連性の検討
．
・重回帰モデルによる立地特性の分析
①線形重回帰モデル
②グラビティモデル
③時系列差分データ重回帰モデル
‘
・貨物流動に対する港湾物流施設量の変化
 と立地特性に関する検討
．
・港湾物流施設の立地分布分析
 ※クラスター分析の適用
．
・将来的な港湾物流施設の立地に関する考察
図1－2 研究の流れ
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第2章 港湾物流施設と港湾取扱貨物量の現状
2．1 分析の対象
 港湾物流施設は、海上輸送とのリンクとして機能し、港湾での取
扱貨物量と関連性があるという観点に基づいて、本研究では港湾物
流施設と港湾取扱貨物量の分析を前提とし、以下のように分析の対
象を定める。
（1） 港湾物流施設
一般に港湾物流関連業務としては、
① 港湾において物流活動を行う港湾運送事業、
② 輸出入貨物の通関手続き一切を代行する通関業、
③ オペレーター業務等を行う海運事業
などが存在し、各事業者は物流拠点として貨物保管施設を所有して
いる 19）。
 そこで、本研究では物流施設として貨物保管施設を対象とし、港
湾運送業、通関業、海運業の事業者免許を所有して港湾物流関連業
務に従事している物流施設事業所を［港湾物流施設］とする ’8）。
なお、港湾物流施設量としては都市（市区町村分類）別貨物保管床
面積の実績値を用いる20）。
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（2）時系列対象期間
 本研究においては、円高不況期とその後の平成景気を含む、1985
年～1990年の6ヵ年を分析対象期間とし、時系列データを用いて分
析を進める。
（3） 対象地域
 本研究では、首都圏．（茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神
奈川の1都6県）を分析対象地域とした。これは、
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① 港湾物流施設が、港湾物流の拠点としてだけでなく、都市内
 輸送、大都市圏全域への輸送拠点として機能していること。
② 首都圏はGNP21）において全国の約40％近くを占めており、
 大きな経済活動規模による物流活動の活発化と、それに伴う物
 流施設の需要増加が考えられること（図2－1参照）。
③首都圏の港湾は、港湾数22）においては全国の約6％に過ぎ
 ないが、取扱貨物量22）の比率では約18％を占めており、港湾
 物流施設と密接な関連を持つ海上貨物輸送の拠点として重要な
 役割を果たしていると考えられること（図2－2参照）。
□画期品
目輝欝
図2－2 首都圏港湾取扱貨物量の割合22〕
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以上の点が挙げられることから、大都市圏として首都圏は経済活動
の重要地域であり、東京・横浜港等の重要港湾を抱えた海上貨物輸
送の中心的拠点として、港湾物流施設の立地との関連性が高いと考
えられるためである。
 また、実際の貨物流動は複雑であり、特に輸出入貨物の動きは広
範であると考えられる。そこで、本研究で対象とする港湾物流施設
の取扱貨物は、コンテナ輸送が可能な貨物が多いと考えられること
から全国の輸出入コンテナ貨物の流動状況23）を見ると、首都圏の
取扱貨物の多くは首都圏で輸出入されていることが分かる（図2－
3、図2－4参照）。このため、本研究では他地域との貨物の荷動
きを考慮せず、首都圏のみを分析対象地域とし、首都圏における都
市と港湾を取り上げて広範な分析を行う。
（4） 港湾
 運輸省の「港湾統計」 22）では、全国の889港湾を甲種，、乙種に                          K
分類しており、甲種港湾は港湾数では全体の約20％に過ぎない。し
かし取扱貨物量では甲種港湾は約92％を占め、その中でも首都圏の
比率は約22％と高く、全国の中でも重要港湾が集積している地域で
あると考えられる（図2－5、図2－6参照）。そこで本研究では、
首都圏に存在する甲種12港湾（鹿島、日立、大洗、千葉、木更津、
館山、浜金谷、東京、横浜、川崎、横須賀、真鶴）を分析．対象港湾
とする。
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表2－1 港湾統計による品目分類と分析対象貨物22）24）
 〈港湾物流施設向き貨物〉
1．農水産品 5．化学工業品
◎麦 ◎陶磁器
◎米、雑穀、豆 セメント
◎野菜、果物 ◎ガラス類
◎綿花 ◎その他窯業品
◎その他の農産品 重油
◎羊毛 石油製品
◎その他の畜産品 コークス
◎水産品 その他石炭製品
化学薬品
2．林産品 ◎化学肥料
原木 ◎染料、塗料、合成樹脂、
樹脂類
ｻの他木材
その他化学工業品
薪炭 6．軽工業品
◎紙、パルプ
3．鉱産品 ◎糸及び紡績半製品
石炭 ◎その他繊維江業品
鉄鉱石 ◎砂糖
その他金属鉱 ◎その他食料工業品
砂利、砂、石材等
原油 7．雑工業赤
りん鉱石 ◎がん具
石灰石 ◎日用品
原塩 ◎ゴム製品
その他非金属鉱物 ◎木製品
◎その他製造工業品
4．金属機械工業品
@ ◎鉄鋼 8．特殊品
◎非鉄金属 ◎金属くず
◎金属製品 ◎くずもの
輸送機械 ◎動植物性製造飼肥料
◎その他機械 ◎廃棄物
◎輸送用容器
i◎・…鰯簿象貨物：蒼庫拳報i ◎取り合せ品
iによる取扱品目を港湾統計によi
iる晶」ヨ区分にしたがって分類 1 9．分類不能のもの
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（5） 品目と貨物量
 品目は、日本倉庫協会の「倉庫統計季報」 24）による倉庫取扱品
目に基づいて港湾統計の品目区分に分類し、内陸施設でも取り扱い
が可能な物流施設向きと考えられる貨物を［港湾物流施設向き貨物］
として分析の対象とする（表2－1参照）。また、適用データは港
湾統計による港湾別取扱貨物量とする。
 なお、本研究では、輸出入（外貿）貨物、移出入（高欄）貨物の
それぞれに対する港湾物流施設立地の相違を調べるために、これら
を分けて分析を進めることとする。
2．2 港湾物流施設の現状
（1）首都圏港湾物流施設の特徴
襟8
禦
墾5
書1
垂1
四讃
 ’弓ge取 躯
en騒
 量7eﾈ6Z P
 ン5図）
囲港湾物流施設
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。” ﾚ出入貨物
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図2－7 港湾物流施設量と港湾取扱貨物量の推移
   各年度別実績値20）22〕
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 首都圏全体の港湾物流施設量は6年間増加し続けており、1990年
においては全物流施設量の約52％を占めている（図2－7参照）。
このため港湾物流施設の役割は大きく、今後もその重要性は変らな
いと考えられる。
 しかし、その約7割は15000m2以下の小規模港湾物流施設であ
り、近年、大規模物流施設の計画を前提とした物流の合理化、ネッ
トワーク構築等の必要性が議論されているが1）25）、現状とは掛け
離れていると考えられる（図2－8参照）。
（2）都市別港湾物流施設の特徴
首都圏の港湾物流施設は、1990年においては50都市に分布してい
 9四
19111
塑6四
籔器
 董3四  2四論
 1朋）  臼
1ZZ
8臼
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4臼曾 v
2図
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1羅響鞭再欝
      区 区
図2－9  首都圏・都市別港湾物流施設量の実態
       平成2年度、年間実績値20）
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るが、このうち上位15都市で全体の約9割を占めており、港湾物流
施設が特定の地域（主に都市臨海部）に集積していることが分かる
（図2－9参照）。
2．3 港湾取扱貨物量の現状
（1）首都圏12港湾の取扱貨物量の特徴
 首都圏12港湾の取扱貨物量は、港湾物流施設向きの品目を対象に
した場合（表2－1参照）、港湾物流施設量とともに増加傾向にあ
る。しかし輸出入取扱貨物量は6年間ほぼ一定の割合で増加してお
り、移出入取扱貨物量は円高不況期の85～87年の停滞後、88年以降
は平成景気とともに大きく増加している。このため、これらの変動
量に対して港湾物流施設量が異なる変化を示すのではないかと考え
られる（図2－7参照）。
（2）港湾別取扱貨物量の特徴
 港湾別に取扱貨物量を見ると、東京港と横浜港が突出しているが、
東京港は移出入貨物が比較的多く、横浜港は輸出入貨物を中心に取
り扱っている（図2－10参照）。同様に、他の港湾も輸出入貨物
中心型と移出入貨物中心型の2タイプに分けられるが、移出入貨物
中心型の方が多い。また、必ずしも港湾物流施設向き貨物（表2－
1参照）を中心に取り扱っている港湾ばかりではなく、主に原材料
や重量等を扱う工業港としての性格を持つ港湾が存在しており、こ
    16
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のことからも輸出入貨物と移出入貨物を分けて分析を進める必要が
あると考えられる（図2－11参照）。
 2．4 本章のまとめ
 本章では、まず本研究における分析の対象の設定を行った。次に
港湾物流施設と港湾取扱貨物量の現状分析から、
 ① 港湾物流施設量が港湾取扱貨物量とともに今後も増加傾向に
  あること。
 ②港湾物流施設が都市臨海部に集積しており、その多くは小規
  模施設であること。
 ③輸出入貨物と移出入貨物を分けて分析する必要があること。
の3点が明らかになり、これらを踏まえて分析を行う必要がある。
    18
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第3章 港湾物流施設量と港湾取扱貨物量の関連性
   の仮説
 3．1 港湾物流施設量と利用港湾への仮説
 2章の分析から、港湾物流施設については
 ［1］港湾取扱貨物量とともに、港湾物流施設量も増加し続けてい
  ること（図2－7参照）。
 ［2］対象貨物が限定され、また、港湾によって重点をおく貨物が
  異なることから、工業港との関連が考えにくいこと（表2－1、
  図2－10、図2－11参照）。
 【3】今後も都市臨海部を中心に集積し、増加していくと考えられ
  ること（図2－7、図2－9、図2－10参照）。
などの点が挙げられる。よって、分析を進めていく上で、
 ①港湾物流施設の利用港湾は、港湾物流施設向き貨物を多く取
  り扱う［商業港］の特性を持つと考えられる。
 また、各港湾の取扱貨物は、港湾の背後に存在する都市の港湾物
流施設にまず一時保管されるものが多いと考えられる。従って、
 ②港湾物流施設は［港湾の背後に存在する都市］を中心に立地
  すると考えられる。
   19
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表3－1 対象都市の選択
県名 都市名
茨城県 波崎町
埼玉県 戸田市、与野市、浦和市
千葉県 市川市、船橋市、千葉市、市原市
東京都 港区、．中央区、 （千代田区）、江東区
i川区、大田区
神奈川県 川崎市川崎区、
｡浜市鶴見区、中区、神奈川区、
｡須賀市
   表3－2 ［商業港］特性の検討（輸出入貨物）
※数値は各瀧の全貨物 w対する港湾物流施設向き貨物の比率（％）
   表3－3  ［商業港］特性の検討（移出入貨物）
※数値は各港湾の全貨物に対する港湾物流施設向き貨物の比率（％）
  2ｭ島 i13@ …
千葉 ｝8 浜金谷i・ 川崎 i4
日立i8   …ﾘ更津 i 6   ；    …結? i72   1 横須賀i・
大海・ 館山 ｝・ 横浜 i46真鶴 i・
  2ｭ島 i28@ …
千葉 i24   ｝l金谷 i100@  …
   1?? i18一   i
 1坥ｧ i22@ …
   1ﾘ更津 124@  1    匠結? i52@  …
   1｡須賀i51@  ；大洗i99館山 i7横浜 i・9 真鶴  i O   I
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3．2 関連都市と港湾の選択
 以上の考察から、首都圏における港湾物流施設の立地都市とその
利用港湾を選択する。ここで、選択対象都市としては過去6年間に
おいて港湾物流施設量で上位15都市に入った都市とする（表3－1
参照）。ただし、東京都千代田区は実際には物流施設よりも事務所
中心に立地しているため対象から外した。
 また、首都圏における港湾の全取扱貨物量に対する港湾物流施設
向き貨物の平均比率は24％である。このことから、輸出入、移出入
貨物別に、各港湾の港湾物流施設向き貨物の取扱比率が24％以上の
港湾を［商業港］とする。その結果、輸出入貨物における商業港は
東京、横浜の2港湾、移出入貨物における商業港は鹿島｝大洗、千
葉、木更津、浜金谷、東京、横須賀の7港湾となる（表3－2、表
3－3参照）。
 次に単回帰分析から、各港湾の取扱貨物量と各都市の港湾物流施
設量の関連性を各年別実績値データより調べて、結びつきの高いと
ころ（相関係数がO．7、決定係数：R2が0．49以上）をそれぞれの
［利用港湾］、 ［港湾物流施設立地都市］とする（表3－4、表3
－5参照）。なお、輸出入貨物流動において東京港と横浜港は相互
に影響し合うため、東京都と神奈川県の港湾物流施設立地都市は両
港湾との影響を検討する。
 そして、それらの輸出入、移出入別港湾取扱貨物量の変動量に対
する港湾物流施設量の変化と立地特性を検討する。なお、港湾物流
施設量は社会経済状況に複雑に影響されると考えられるため、分析
には港湾と都市における様々な港湾物流施設の立地に関連する要素
   21
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を含めた重回帰分析を適用する。
表3－4 各都市港湾物流施設量と輸出入港湾取扱貨物量の関連性
   （単回帰分析よりR2乗が0．49以上の地域
    を文橡とする）
東京都 奈川県 港湾名
?s名 鯨 横浜東京都 区 0，8590，657
央区 一 0，714
田区 一 0，795
奈川県 浜市鶴見区 0，7620，758
浜市中区 0．66 0，639
浜市神奈川区 0，5130，491
数値は自由度調整済R2乗
表3－5 各都市港湾物流施設量と移出入港湾取扱貨物量の関連性
    （単回帰分析よりR2乗が0．49以上の地域
    を文橡とする）
千葉県 東京都 港湾名
s市名 千葉 木更津 浜金谷 鯨千葉県 川市 0，618 一 0，625 一
、橋市 0，777 一 0，967 一
原市 0，6040，5010，696 一
東京都 区 一 一 一 0，702
央区 一 一 一 0，737
田区 一 一 一 0，817
不川県 浜市鶴見区 一 一 一 0，768
浜市中区 一 一 一 0，667
浜市神奈川区 一 一 一 0，628
数値は自由度調整済R2乗
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3．3 モデルの設定
以上の仮説を踏まえて、本研究では、
① 各港湾の取扱貨物量及び港湾物流施設立地都市の属性が、港
 湾物流施設量の増減に直接的に影響を及ぼしている。
② 港湾と港湾物流施設の間に空間的な結びつきが存在する。
③時問的な隔たりが存在することなく連鎖する。
という仮説を考えて、①の分析として線形重回帰分析を、②の分析
としてグラビティモデルによる対数重回帰分析を、③の分析として
時系列差分データを用いた重回帰分析を適用してモデルの比較、検
討を行うこととする。
3．4 本章のまとめ
本章では、2章の現状分析に基づき、以下のように仮説を立てた。
① 港湾物流施設の利用港湾は商業港の特性を持つ。
② 港湾物流施設は港湾の背後に存在する都市を中心に立地する。
 次に港湾と、港湾物流施設が立地する都市の結びつきの一高いとこ
ろを、それぞれの［利用港湾］、 ［港湾物流施設立地都市］とし、
それらの関連性をもとに重回帰分析を適用して港湾物流施設の立地
特性を検討することとした。
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第4章 重回帰分析による検討
4．1 港湾物流施設の立地に関連する要素
 3章の分析から、各利用港湾と港湾物流施設立地都市の関連が明
らかになり、これらの取扱貨物流動の変動に対する港湾物流施設量
の変化を分析するため、様々な港湾物流施設の立地に関連する要素
を含めた重回帰分析を適用する。
 そこで関連要素としては、利用港湾における［港湾特性］、港湾
物流施設立地都市における［都市特性］、さらにそれらの［時系列
変化］を考えることができる。
（1） 港湾特性
港湾特性としては、各港湾に却ける取扱貨物量が考えられる。
（a）港湾取扱貨物量
 本研究では、港湾物流施設量はその利用港湾の貨物流動と関連性
があると考えられるため、港湾物流施設量と港湾取扱貨物量の分析
を前提として分析を進めており、今後の海上貨物輸送量の変化に対
する将来的な港湾物流施設の立地を検討する上でも、港湾取扱貨物
量が重要な要素であると考えられる（図2－7参照）。
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（2） 都市特性
 港湾物流施設が立地する都市の特性としては、港湾と港湾物流施
設の距離、都市産業活動（主に工業と商業）、都市の地価変動、施
設規模（既設の施設量や施設数）が考えられる。
（a）距離
 港湾物流施設は都市臨海部の特定都市に多く集積しており、臨海
部から遠ざかるほど港湾物流施設量は少なくなる（図2－9、図4
－1参照）。このため、港湾物流施設とその利用港湾の道路輸送距
離が立地に影響を及ぼすと考えられる。
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（b）都市産業活動（工業、商業）
 港湾物流施設は、①都市内輸送・大都市圏全域への輸送拠点機能
と、②海上輸送とのリンクのための港湾物流の拠点機能という2つ
の機能を持つと考えられるため、各都市の産業（工業、商業）によ
る生産、消費活動やそれによる首都圏全体の流通活動規模が港湾物
流施設量の増減に影響を及ぼすと考えられる。
（c）地価変動
 港湾物流施設は、都市計画における土地利用計画上、住宅地以外
であればどこでも立地することが可能であるが26）27）28）、実際に
は特定地域（都市臨海部）に多く集積している。このため、港湾物
流施設が立地する都市の地価が野外量に関連するのではないかζ考
えられる。
（d）施設規模（既設の施設量、施設数）
 港湾物流施設量は各都市によって大きな差が生じる（表2－9参
照）。このため、既設の港湾物流施設の施設量や施設数が規模の経
済効果を生み、新たな港湾物流施設の立地20）に影響を及ぼすので
はないかと考えられる。
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（3） 時系列変化
 港湾物流施設量は年々増加しており（図2－7参照）、各関連要
素の時系列変化が施設量に影響を及ぼすのではないかと考えられる。
4．2 適用データ
 4．1章より分析には、まず、1985年～1990年の各年別実績値を
用いる（表4－1参照）。目的変数には各都市における港湾物流施
設量20）を適用する。そして、説明変数には、 ［港湾特性］として、
①港湾取扱貨物量22）を適用する。また、 ［都市特性］として、立
地条件の1つと考えられる、②各港湾から各都市までの道路輸送距
離23）29）、さらに産業活動の規模を表す尺度として、③工業活動に
は工業出荷額21）、④商業活動には消費購買力21）を採用する。ま
た、首都圏において特に重要な問題の1つである⑤地価2’）を適用
データとして用いる。また、港湾と都市の両特性として⑥時系列ダ
ミーを適用する（表4－1参照）。
 なお、時系列差分データにおいては、’86 一一 ’85，’87一’86，’88一’87，
’89一’88，’90一’89，’91一’90年のデータ⑤⑥における変動量の差に、
規模データとしてデータ③④と既存港湾物流施設の⑦施設量20）、
および⑧施設数20）の前年度実績値を適用データとして加える。
4．3 パラメータ推定結果
表4－1に示したデータを変数として採用し、単相関分析より有
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意となった変数を用いて変数間の相関分析を行い、相互に独立な変
数を組合わせて分析を進めた結果、輸出入貨物と移出入貨物に対す
る港湾物流施設量の変動について、線形重回帰モデルは3つ、グラ
ビティモデルは2つ、時系列差分データによる重回帰モデルは5っ
の計IO個の有為なモデルが得られた（表4－2、表4－3、表4－
4、表4－5、表4－6参照）。
 ここで線形重回帰モデルで有意となった変数は、輸出入モデル①
では都市産業活動（工業、商業）の2つ、移出入モデル②③では港
湾取扱貨物量、距離、都市産業活動（工業）、地価、時系列の5っ
である。
 また、グラビティモデルで有意となった変数は、輸出入モデル④
では都市産業活動（工業）、地価、時系列の3つであり、移出入モ
デル⑤では距離と地価の2つである。
 さらに、時系列差分データの重回帰モデルで有意となった変数は、
輸出入モデル⑥⑦⑧では港湾取扱貨物量、時系列、施設規模（前年
度施設量）の3っであり、移出入モデル⑨⑩では施設規模（前年度
施設量、施設数）、時系列の3つである。
 以上のパラメータ推計結果をもとに港湾物流施設の立地特性を考
察する。
4．4 港湾物流施設の立地特性の考察
 3つの重回帰分析ごとに、得られたモデルから港湾物流施設の立
地特性について以下のように考察した。
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表4－1 適用データ
変  数 適用データ
☆目的変数 各都市における港湾物流施設量（m2）20）
☆説明変数
〈港湾特性〉
①港湾貨物    各港湾における輸出入、移出入別取扱貨物量 （トン）22）
〈都市特性〉
②距離 各港湾（東京港は大井、横浜港は本牧埠頭）を基点とした各
s市までの道路輸送距離（km）23）29）
③都市産業活動1
@  （工業）
各都市における工業製品出荷額（百万円）21）
④都市産業活動2
@  （商業）
各都市における成長力係数・消費購買力（数値）2n
ｦ総人口、卸売販売額、小売販売額、銀行預金残高、着工新設
Z宅床面積、課税対象所得額の6指標を用いて、各指標ごとに
??lを求めて、これらを加えて採用指数数6で割った値
ﾙ値L
髏酪X／麟纏鐸即＊成長力Tニ（L、＋…  ＋L、）／6                          F  P  一  一
⑤地価変動 各都市における全用途計地価：1m2当り、100円）21〕
⑥時系列ダミー 85～90年をそれぞれ1～6とおく
⑦施設規模1 各都市の前年度港湾物流施設数（数）20）※
⑧施設規模2 各都市の前年度港湾物流施設量（m2）20）※
※時系列差分データによる重回帰分析のみ適用する。
刄Tンプル数：輸出入モデル・…60、移出入モデル・…66（1985～1990年）
@ 4章の分析で得られた、各港湾と都市の組合わせデータ（輸出入モデルのデ
@一業数10、移出入モデルのデータ数11）をそれぞれ1985～1990年の6ヵ年の実
@績値、差分値を適用する。      一
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表4－2
〈輸出入〉
線形重回帰分析と対数重回帰分析（グラビティモデル）における
     変数の単相関・変数間相関結果（輸出入モデル）
（単相関） ノ“ラメータ R2乗 t子
童系列ダミ 8457．7 一〇．015 0．38
港湾貨物 一〇．005 一〇．05 一〇．841
距離 一1845．1 一〇．011 一〇．594
活動1 一〇．597 0，628一10．027
活動2 1675．1一〇．016 0，262
地価変動 1．66 0，061 2，195
（変数聞相関） 港湾三牲 都市特性
寺系列ダミ 港湾貨物
i貨物差）
距離  活動1
i工業出荷）
産業活動2’・消 地価変動
港湾変動特性 寺系列ダミ 一 一 一 一
港湾貨物 0，018 一  一  一  一
都市特性 距離 一〇．017 一〇．004 一  一  一  一
産業活動1 一〇．017 0，034 0，025一 一 脚 一
’活動2 一〇．014 一〇．015 一〇．011 一〇．011 一 一 一 へ
地価変動 0，032 0，001 0，0610，027 0，006一 一 一 一
表4－3
〈移出入〉
線形重回帰分析と対数重回帰分析（グラビティモデル）における
     変数の単相関・変数問相関結果（移出入モデル）
（単相関） ハ。ラメ一斗 R2乗 t値
寺系列ダミ 9580．4一〇。011 0，554
港湾貨物 0，014 0，146 3，479
距離 2887 0，008 1，232
活動1 一〇．122 0．21 一4．273
活動2 一8812．1 0，046 一2．026
地価変動 2，403 0，176 3，852
（変数間相関） 港湾特性 都市特性
寺系列ダミ 港湾貨物 距離 産業活動1
ｼE業出荷）
童業活動2’・消費購 地価変動
港湾変動特性 寺系列ダミ 一 一 一 一
港湾貨物 0，074 一  一  一  一
都市特性 距離 一〇．016 0，215 一  一  一  一
産業活動1 一〇．015 0，421 0，047 一  一  一  一
’活動2 0，021 0，088 一〇．016 0．03 一 一 一 卿
地価変動 0，012 0，196 0，1690，138 0，014 一  一  一  一
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表4－4 時系列差分データ重回帰分析における変数関・変数間相関分析結果（輸出入モデル）
〈輸出入〉 （単相関） ノ朽メータ R2乗 七値
寺系列ダミ 6110 0，073 2，374
港湾貨物 0，008 0．04 1，855
設規模1 0．03 0，045 1，941
設規模2 735．9 0，0532，072
距離 39．04 一〇．017 0，104
’濤動1 一〇．01 一〇．004 一〇．859
活動2 821 0，003 1，071
地燵変動 0，032 一〇．017 0，087
（変数間相関） 港湾特性 市特性
、系腔ミ 港湾貨物 設規模1
i施設量）
設規模2
i施設数）
距離  ’動1
i工業）
’活動2
i商業）
地価変動
港湾変動特性 寺系列ダミ 一 一 一 甲
港湾貨物 0，337 一  一 一 一
都市特性 池設規模1 一〇．015 一〇．013 一  一  一  一
設規模2 一〇．017 一〇．017 0，932 一  一  一  一
距離 一〇．017 一〇．016 一〇．011 一〇．017 一 一  一 一
窯業活動1 一〇．017 一〇．011 0，628 0，592 0，025一 一 一 一
童業活動2 一〇．014 一〇．01 一〇．016 一〇．015 一〇．011 一〇．001一  一  一  一
地価変動 0，198 0，094 一〇．009 0，051 0，0020，013 0，014一     一  一
表4－5 時系列差分データ重回帰分析における変数関・変数間相関分析結果（移出入モデル）
〈移出入〉 （単相関） ノfラメ汐 R2乗 t値
寺系列ダミ 3039 0，023 1，591
港湾貨物 0，004 0，035 1，832
也設規模1 0，025 0，035 1，832
也設規模2 607．3 0，042 1，971
距離 一254。8 一〇．001 一〇．964
童業活動1 一〇．003 一〇．005 一〇．808
童業活動2 35．17 一〇．016 0．07
地価変動 一〇．036 一〇．015 一〇．104
（変数間相関） 港湾特性 都市特性
寺系列ダミ 港湾貨物 設規模1
i施設量）
也設規模2
i施設数）
距離 童業活動1
i工業）
活動2
i商業）
地価変動
港湾変動特性 寺系列ダミ 一  一  一  一
港湾貨物 0，225 一 一 一 一
都市特性 也設規模1 一〇．011 0，026 一  一  一  一
也設規模2 一〇．014 0，022 0，933一 一 一 r
距離 一〇．016 一〇．01 0，008 一〇．015 一 一 一  一
活動1 一〇．015 0，038 0．21 0，238 0，047 一 卿 一 一
活動2 0，021 一〇。004 0，046 0，054 一〇．016 0．03 一  一  一  一
地価変動 0，103 0，009 0，025 0．11 0，034 0，049 0．09 一 一 一 一
州1
ρつ 1
  1
賦
表4－6 重回帰分析のパラメータ推計結果
画モデル 形 回帰モデル グラビティモデル 時系列差分データ ロ帰モデル
出入モデル 移出入モデル 田出入モデル 出入モデ1 輸出入モデル 移出入モデル
1 2 3 4・ 6 7 8 9 o
港湾貨物 ： O．01863
S．501）＊＊
＝ ： 二 0．00709
P．8042）
＝ 0．G1162
R．309）｝綜
＝ ：
麟 ＝ 11449．3T．527）・綜 10671．4V，696）懸 ： 1．01573S．246）聯 ＝ ： ＝ ＝ ：
 ’ 1
i工業）
一〇．60236
|10．17）
： 一〇．08374
|3．648）
一1．26696
|16．35）
＝ ＝ ： ＝ 二 ：
 ’動2
i商業）
7510．78
P6．715）
： ： ： ＝ ： ： ： ＝ ＝
地価 ： 2．67652
S．541）＊＊
3．18957
U．862）継
0．35749
W．540）牌
0．45137
U．152）聯
： ： ＝ ： ：
寸系列ダミ ： 一22779．4
|1．694）
： 一〇．15647
|1．8ユ7）
二 1二 4319．29
R．840）紳
： 1915．46
P．779）
＝
設規模1
i面積）
： ： ： ： ： 0．02468
Q。273）＊
： ： 0．02097
P．65D
：
設規模2
{設数）
： ： ： ： ： ＝ ： ： ： 750，412
R．842）＊＊
Y切片 ： 374968．2
|2．143＊
二 25．7869
U8．089）
4．83117
T．708）懸
： ： ： ： ：
R2乗 0，635 0，463 0，424 ．0，87ユ 0，365 0，093 0，079 0，029 0，063 0，052
R2 ：自由度調整済み決定係数
（）内はt殖、＊＊：1賄意、＊：5賄意、無印：10賄意
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（1） 線形重回帰分析
 線形重回帰分析は、3章の分析より各港湾の取扱貨物量及び港湾
物流施設立地都市の属性が、港湾物流施設量の増減に直接的に影響
を及ぼしているという仮定を前提として適用した。
 この結果、線形重回帰モデルで最終的に有意となった変数より、
輸出入貨物に対する港湾物流施設は、都市の工業施設が増えるよう
な地域には増加しにくいと考えられるため、港湾と背後圏を結ぶ拠
点として、工業生産活動よりも商業中心型都市に立地すると考えら
れる（表4－6参照）。
 また、移出入貨物に対する港湾物流施設は、港湾貨物変数が有為
なことから港湾取扱貨物量に敏感に反応すると考えられる。ここで
距離のパラメータがプラスで大きいが、これは港湾物流施設量が集
積している地域が限定されており（図2－9参照）、各港湾の取扱
貨物量が増えても、貨物は都市活動が活発な既存の施設立地都市へ
集積するためではないかと考えられる（図2－6、図2－7参照）。
さらに地価のパラメータがプラスになっており、地価の高いところ
には立地しにくいという物流施設、に対する一般的な考え方と矛盾す
る。渡辺の研究では18）、1986年時点における港湾物流施設の断面
的な分析でも、地価負担力が有意とならなかったが、今回の時系列
で分析した結果と合わせて港湾物流施設は都市活動が活発な都市臨
海部に集積し、しかもその多くは小規模港湾物流施設のため（図2
－8参照）、それらの施設があえて郊外へ移転・進出するよりも現
在所有している土地を有効に活用していると考えられる。実際に19
86年から1989年までの3年間に港湾物流施設が大きく増加している
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○：施設量：増加
▲：施設量減少
図4－2 首都圏港湾物流施設量の時系列変化
 1986年と1989年の実績値の差20）
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地域は、都市臨海部に集中している（図4－2参照）。
（2） グラビティモデルによる対数重回帰分析
（a）グラビティモデルの適用
 港湾と港湾物流施設の間に距離抵抗を持つような空間的な結びつ
きが存在するという仮説に対して、グラビティモデル18）30）による
対数重回帰分析を適用した（図4－3参照）。
Aia・ BjB
Fij ＝ （式4－1）D ijy
log F ij＝ a logA i＋ B logB j＋ ’r logD ij
ここで、以下のように記号を定める。
  Fij：港湾物流施設変動量
  Ai：利用港湾iの関連要素
  Bj：港湾物流施設立地都市jの関連要素
  Dij：港湾iと都市jの閤の距離
α，β，γ：パラメータ
   i：各利用港湾
   j：各港湾物流施設立地都市
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（b）分析結果
 分析の結果、決定係数R2は低くはないものの、グラビティモデ
ルの前提である、距離のパラメータがプラスとなり、距離が港湾と
港湾物流施設を結びつける要素として空間的な構造が表れなかった
（表4－6参照）。このため港湾物流施設の立地については、空間
的な影響力に支配されない［地域的特殊性］の存在が考えられ、線
形重回帰分析の結果と同様に、各港湾の物流施設向き貨物の取扱量
が増えても既存施設が立地する都市への輸送行動を取るためである
と考えられる（図4－2参照）。
      F ij
〈iili“）gJ一：：：｛一一一一一一一一一一一一一一一一a」〈（illl＞
      D ij
A B
Fij：港湾物流施設変動量
Ai：利用港湾iの関連要素
Bj ：港湾物流施設立地都市」の関連要素
Dij：港湾iと都市」の間の距離
図 4－3 グラビティモデルの適用18｝30）
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（3） 時系列差分データによる重回帰分析
 関連要素の変動に対して港湾物流施設量の変化が時間的な隔たり
が存在することなく連鎖するという仮説に対しては、各年別実績値
データの差分を取って重回帰分析を行う、時系列差分データ重回帰
分析を適用して検討した。この結果、輸出入貨物に対しては3つ、
移出入貨物に対しては2っのモデルが得られたが、いずれも決定係
数R2は低く（0．1以下）、妥当なモデルを得ることはできなかっ
た（表4－6参照）。線形重回帰モデルで有意となった変数もこの
モデルでは有意になっていないことから、説明変数の変化に対して
港湾物流施設の立地変動はダイレクトに反応するのではなく、 ［時
闇的なずれ］を伴って生じると考えられる。
4．5 本章のまとめ
 本章では港湾物流施設に関連する要素を考え、重回帰分析の変数
として採用し、立地特性を検討した。その結果、以下の点が明らか
になった。
①港湾物流施設の立地は、輸出入貨物に対して都市産業活動、
 移出入貨物に対しては港湾取扱貨物量、距離、都市産業活動、
 地価、時系列の5特性によりモデル化が可能である。
② 港湾物流施設と港湾は、空間的な結びつきを受けない［地域
 的特殊性］が存在し、また、港湾物流施設の変動量はその関連
    37
頁
要素の変動量に対して［時間的なずれ］を伴って影響を受ける
と考えられる。
③ 線形重回帰モデルで有意となった変数が重要となる。
 以上のことから、港湾物流施設の都市臨海部への集積傾向とそれ
による内陸部への移転・進出が避けられない課題として挙げられる
ため、これらの点を考慮した将来的な立地の検討が必要になると考
えられる。
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第5章 港湾物流施設の立地分布分析
 5．1 立地分布のグループ化
 これまでの分析から、港湾物流施設が都市臨海部へ集積し、内陸
部への移転・進出が避けられない課題であると考えられる。
 また、4章の分析から
 ① グラビティモデルより港湾物流施設は各都市の地域特性と関
  連があること。
 ② 線形重回帰モデルで有意となった変数が重要であると考えら
  れること。
の2点が挙げられるため、これらを考慮した立地分布の分析を行い、
将来的な港湾物流施設の立地について検討する必要がある。
 そこでクラスター分析を適用し、港湾物流施設立地都市をグルー
プ化することにより立地分布の特性を明示し、分析を進めることと
する。なお、クラスター分析の適用においては以下の2つの分類方
法よりグループ化を行う。
 ［1］各年別実績値データを用いた分析による分類（以下、実績値
  分類と記す）
 ［2］その増加率データを用いた分析による分類（以下、増加率分
  類と記す）
    39
頁
5．2 クラスター分析による実績値分類
（1） 分析の対象
（a）港湾物流施設立地都市
 1990年において港湾物流施設が立地する、首都圏（1都6県）の
50都市中48都市を分析対象都市とする。ここで、東京都千代田区は
実際には物流施設よりも事務所中心の立地であること、また、群馬
県藪塚本町は地価データがないことから対象からはずした。
（b）適用データ
 実績値分類に適用する変数としては、4章の分析より港湾物流施
設量に影響を及ぼすと考えられる地域的特殊性の存在と、線形重回
帰モデルで有意となった変数を考慮して、首都圏にどのように立地
分布しているかという地理的配置を考えて決定する必要がある。
 まず、港湾物流施設の立地分布を検討する上で、港湾物流施設量
によってどこにどれだけ分布しているのかが分かり、重要である。
また、港湾物流施設は小規模施設が中心となっているため、将来の
移転・進出の可能性を含めて各港湾物流施設の資本金が立地分布に
影響すると考えられる。そして地価によって立地場所と施設量が変
わり、さらに、港湾からの距離によっても立地分布に影響を及ぼす
と考えられる。
 以上の観点から ①港湾物流施設量20）、②資本金20〕、③地価
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31）、④距離23）29）の4変数を、適用データとして採用する（表5
－1参照）。
 ここで、距離データとしては本牧埠頭を基準とした道路輸送距離
29）を採用した。これは以下の観点に基づく。
①臨海部だけでなく、今後の内陸部の立地を考える場合に利用
 港湾は、複雑な移出入貨物の場合と異なり、首都圏における輸
 出入貨物は東京港と横浜港を多く利用しており（図2－3、図
 2－4参照）、その中でも本牧埠頭が最も多く取り扱っている
 こと（図5－1参照）。
② 過去の研究から東京港と横浜港臨海部における港湾間OD翰
 送シェアで本牧埠頭を基点としたトリップが約7割を占め、輸
 送会社や運転手の経路選択行動にも本牧埠頭を指向する傾向と
 その重要性が明示されていること 18）。
表5－1 適用データ
変数名 適用データ
①港湾物流施設量 都市別貨物保管床面積の実績値（単位：m2）20）
②資本金 港湾物流施設事業所の資本金（単位：万円）2ω
③地価 都市別地価公示価格（単位：100円／m2）31）
④距離 本牧埠頭からのコンテナ車道路輪送距離（単位：km）23）
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 なお、都市産業活動（工業）はネガティブな要素であったこと、
また、都市産業活動（商業）は1モデルにしか取り込めなかったこ
とから対象から外した。
（2） 分析結果
 実績値分類において最短距離法、最長距離法、メジアン法、重心
法、群平均法、ウd一一ド法の6手法で分析した。この結果、樹形図
から判断すると最短距離法、群平均法、重心法、ウォード法による
分類では高さ（距離）1目盛の中に30以上の都市が細かく分類され
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   42
頁
ており、1グループとしても30以上のグループとしても考えられる
ことや、採用データの小さな変化量によってグループ分けが大きく
変わる危険性があることから、立地分布の分析におけるグループ分
けには適切でないと判断した。これに対して最長距離法とメジアン
法では、一定の高さの間隔で8つの同じグループ分けができ、妥当
であると考えられたので、これらの分類をもとに分析を進めること
とする（表5－2参照）。
（a）グループ別分析
次に実績値分類によって得られた8グループをそれぞれ検討する
（表5－2参照）。
①都心グループ
 神奈川、東京の中心部の3都市（横浜市中区、東京都中央区
・港区）のみではあるが、地価を除く3要素が全データ平均値
を大きく上回っており、重要な地域であると考えられる。
② 近距離地域
 神奈川、東京の臨海部から比較的近距離に立地する9都市が
含まれ、いずれも本牧埠頭より10～50kmの距離の地域に分布し
ている。特徴としては4要素とも全データ平均値を下回ってい
ること、特に都心に近いが地価は平均値よりやや低いことが挙
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表5－2 クラスター分析による港湾物流施設立地都市の分類結果
☆実績値分類
グノトフ。名 都県名 都市名 ノ  、
施護量 m2資本金
亀嵩  m
距離㎞
中央区、港区 近  ・ メ w均 627．713647998．330．3都心Oループ
東尿奈1
∠ 4x107x109 5x1072536
近距離
n域10～50㎞
東尿
_奈川 平均 50．4347．8 91．6 26．3
目黒区
｡浜市：鶴見区神奈川区
@   磯子区金沢区
?闔s：川崎区高津区 タ カロ    、         、 分散 5x106 3x108 5x10598．9
血尿 罰…均 46．82260．8494．945．6都心周辺
Oループ
台東区品川区、大田区、共・和事、讐 メ
50 2x103 2x10289
中距離
n域①50～100㎞
埼玉
逞t結椏ﾞ1
浦和市大宮市狭山市、
竰ﾎ市草加市、鳩ケ谷市
s川市船橋市柏市
]東区、江戸川区・・i
平均 33．2514．1 65．4 72．3
分散 2x1064x1082x105167．4
埼玉 柚 土均 146．360229441 878近郊グループ 与野市戸田市、
@  、     ノ 、
一 一 一 一 ■Wx1065x109 3x1041202
中距離
n域②100～130㎞
茨城
℃
土浦市新治村
F谷市久喜市、自岡町 ケ“
平均 9．0 401．8 19．5117．5
／ 2x1051x108 1x104899
茨城 14．56906421650長距離
n域130㎞～
日立市鹿島町、神栖町、
g崎町関城町普
考穰
■ 層 ■ 一 一Sx105 8x1088x10219．3
内陸拠点
Oループ
茨城
ﾋ木 b、、
水戸市
F都宮市高崎
平均 15．16925．3 23．3164．3
∠ 1x1058x1071x103176
☆首都圏48都市全データ    ：
@             ：
w均 77．92353．5155．682．63x1071x1010x1072507
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げられる。
③都心周辺グループ
 山の手周辺に都心を囲むように5都市（東京都台東区・品川
区・大田区・渋谷区・豊島区）が分類された。資本金は全デー
タ平均値並みであるが、港湾物流施設量は比較的低くなってお
り、大手事業所が多く集積していると考えられる。
④中距離地域1
 このグループは埼玉を中心に、東京、千葉、神奈川の一部に
立地する地域である。全体の1／4の都市数である12都市が分類
されたが、4要素とも全データ平均値を下回っており、小規模
の港湾物流施設が多く立地していると考えられる。また、本牧
埠頭から50～100kmの地域に分布していることが分かる。
⑤近郊グループ
 埼玉、千葉に立地する4都市が分類された。港湾物流施設量
と資本金は全データ平均値を上回っており、地価は低く、距離
は平均値並みであること：からも、港湾物流施設が臨海部以外の
地域である程度まとまった規模で立地できる要素を持っている
のではないかと考えられる。
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⑥ 中距離地域H
 このグループは埼玉と茨城南部、千葉の一部に立地する、本
牧埠頭から100～130kmの地域である。地価を除く3要素で全デ
ータ平均値を下回った。港湾物流施設量と資本金は最：も低く、
現在のところ小規模物流施設を中心に立地していると考えられ
る。しかし、対象都市は幹線道路（常磐、東北、関越道など）
の沿線上にあり、港湾物流施設の内陸部への移転・進出の問題
も関連して、今後、重要性が増すのではないかと考えられる。
⑦ 長距離地域
 栃木の一部、茨城県北東の長距離に位置する、本牧埠頭から
130～2eOkmの地域（6都市）である。このグループも距離を除
く3要素で全データ平均値を下回り、特に地価は最も低い。経
済活動規模が他グループの都市に比べて大きくないことから物
流活動規模も小さく、施設量の需要も小さいと考えられる。
⑧内陸拠点グループ
 内陸拠点グループの3都市（水戸市、宇都宮市、高崎市）は
内陸部中心都市でいずれも主要幹線道路の沿線にあり、内陸部
において経済活動の活発な地域である。港湾物流施設量、地価
は全データ平均値を下回るが、資本金は大きく上回っており、
大手事業所による内陸部拠点としての立地が考えられる。また、
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地価はグループ⑥、⑦よりもやや高くなるものの、施設量、距
離に関してはグループ⑦によく似ており、長距離地域の特性も
持つと考えられる。
（b）各要素別グループ間分析
次に、各要素別にグループ問の比較を行う（表5－2参照）。
①港湾物流施設量
 港湾物流施設量については、都心グループが最も大きく、臨
海部に近い地域に集積し、内陸に向かうほど小さくなるが、近
郊グループの値は比較的高く、港湾物流施設の立地に適した環
境や条件が存在するのではないかと考えられる。また、100km以
降の地域でも中距離と長距離、さらに内陸拠点グループで異な
る特性を持つと考えられる（図5－2参照）。
② 資本金
 資本金についても都心グループが大きいが、施設量と異なり、
距離に関係なく臨海部から内陸部に向かって、資本金の大きな
グループと小さなグループが交互に表れている。また．、近郊グ
ループと内陸拠点グループが高い値を示し、施設量と対比して
大手：事業所が内陸部の都市産業活動を結ぶ重要な拠点として進
出していると考えられる（図5－3参照）。
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③ 地価
 一般的に地価は都心から離れるほど低くなるため、地価でも
都心グループが最も大きな値を示した。施設量、資本金で値が
大きい近郊グループは平均値以下であり、このことからも地価
と施設量の関係が必ずしも成り立つとは限らない（図5－4参
照）。
④ 距離
 上記の8グループは、主に本牧埠頭からの距離が10～5ekmの
近距離地域、 50～100kmの中距離地域1、100～130kmの中距離
地域L130～200kmの長距離地域の4っに大きく分類でき、約
71％の都市が含まれたことから、港湾からの距離によって港湾
物流施設の性質が異なってくることを示している（図5－2、
図5－5、表5－2参照）。
 以上のことから、実績値分類の特色が最もよく表れている点は距
離によって分類できたことである。都心グループ、近距離地域、都
心周辺グループ、中距離地域1、近郊グループ、中距離地域ll、長
距離地域、内陸拠点グループの8分類が得られた。特に各変数の値
が大きい都心グループと、多くの都市によって構成される近距離地
域、中距離地域1、中距離地域ll、長距離地域の4っの大きな地域
群、そして中・長距離の特性を持つ内陸拠点グループが重要である
と考えられ、港湾物流施設がある程度の距離帯を持って分布するこ
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とが明らかになった（図5－6参照）。
 5．3 クラスター分析による増加率分類
  （1） 分析の対象
 4章の分析において時系列が有為な変数として取り込めたことか
ら、5．1章で用いた各年別実績値データの増加率より立地分布を
検討した。
   （a）港湾物流施設立地都市
 分析対象都市は本研究の時系列対象期間である1985年から1990年
の6力年の間に港湾物流施設が存在した42都市とする。
 ここで、6年間において新たに港湾物流施設都市になったり、港
湾物流施設が消滅した都市は対象からはずした。
   （b）適用データ
 5．1章の実績値分類で適用した変数のうち、距離を除いた、①
港湾物流施設量20）、②資本金20）、③地価3’）の過去6年間にお
ける実績値データの増加率
           ［1990年データ］      増加率＝・           ［1985年データ］一
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を用いて分類を行った。
（2） 分析結果
 増加率分類においても最短距離法、最長距離法、メジアン法、群
平均法、重心法、ウォード法の6手法で分析を行った。
 この結果、実績値分類と同様に樹形図から判断すると、最短距離
法、重心法、群平均法による分類では高さ（距離）1目盛の中に30
以上の都市が細かく分類されているため区分の判断が困難であるこ
と、また、採用データの小さな変化量によってグループ分けが大き
く変わる危険性があることから、立地分布の分析におけるグループ
分けには適切でないと判断した。
 また、メジアン法では3っに分類することができたがその中の1
グループに31都市が入ってしまい、詳細な検討が困難なこと、さら
にウォード法では目盛間隔が大きいため、分析者の判断によりグル
ープ分けが大きく異なる可能性があることから採用しなかった。
 これに対して最長距離法では、一定の高さ（距離）の間隔で5つ
のグループ分けができ、妥当であると考えられたので、これをもと
に分析を進めることとする（表5－3参照）。
（a）グループ別分析
増加率分類により得られた5つのグルニプをそれぞれ分析してい
夏．一一一
53
表5－3 クラスター分析による港湾物流施設立地都市の分類結果
☆増加率分類
グルーフ。名 都県名 都市名
冒一 一 ■ 一 一一 一 一 一 一 一 一
変数名一
一，，一冒 一 r 一一■圏一施設量 資本金 地価
（倍 立） （倍）
栃木 宇都宮市
都市軸 群馬 高崎市 平均 1．1 1．3 2．4
（上越・ 埼玉 熊谷市、浦和市、大宮市、岩槻市、
東北） 狭山市、与野市、草加市、戸田市、
ライン 久喜市、白岡町
千葉 袖ケ浦市 分散 3x10－20．2 0．1
神奈川 横浜市：鶴見区、神奈川区、中区
横須賀市
千葉 千葉市、市川市、柏市、市原市 平均 1．2 2．9 3．3
都市 東京 中央区、港区、台東区、江東区、
臨海部 大田区豊島区、江戸川区
地域 神奈川 横浜市：金沢区 分散 0．2 3．7 0．2
月済 ：川崎区、古窃区
首都圏 茨城 水戸市、日立市、土浦市、鹿島町、 平均 1．1 1．4 1．4
東部：地域 波崎町、関城町
埼玉 鳩ケ谷市 分 6x10 20．6 0．7
2変数 東京 渋谷区 坐均 4．6一 ■ ■ ■ ■ 一層 一 ■ 一 一 一 一 2．2一 一 一 一 一 冒 ■ 一 ■ ■ ■ 3．2， 一 一一 一 一 ■ 一一■ ■ 邑
増ログルーフ。 神奈11 浜 ：磯子区 ∠ 0．2 4．8 0．1
全変数 千葉 船橋市 平均 4．0 14．7 3．6
増加グ1レーフ． 京 品川区 ■ ■@目 9．1 0．6 2x10－3☆首都圏の42都市全データ ：．．．一三E均一一 1．4 2．5 2．6
量 一 回 ■ 一胴 ” r一 印 一 一 ■ ■ ■ ■ 一 一 冒 ■ 一 一 一 一 一一 一 ■ ■ 一 昌 胃層 冒一願
： ∠散 1．4 9．4 0．6
※数値は6年間における増加率 （1990年データ／1985年テ㌧夕）
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くこととする（表5－3参照）。
① 都市軸［上越・東北］ライン
 17都市が帯状に分布しているが、3要素とも全データ平均値
を下回っており、特に港湾物流施設量はほとんど変化していな
い。しかし、主要幹線道路の沿線に多く集積し、将来的な港湾
物流施設の立地を考える上で重要な地域になると考えられる。
② 都市臨海部地域
 このグループは都市臨海部に14都市が東京湾を取り囲んで分
布する。資本金、地価の伸び率は全データ平均値を上回ってい
るが、港湾物流施設量の伸びは大きくはない。このため、小規
模港湾物流施設が多く集積し、現在所有している土地や施設を
有効に利用していると考えられる。
③首都圏東部地域
 主に茨城県を中心に首都圏の東部地域に分布するグループで
ある。3要素全ての伸び率は低く、特に地価の伸び率は一番低
い。現在はあまり重要性は高くはないと考えられるが、常陸那
珂港が開港した時にこの地域における港湾物流施設量の需要が
大きく高まると考えられ、将来的な立地を検討する上で重要な
地域である。
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④2変数増加グループ
  東京都渋谷区、横浜市磯子区の2都市のみのグループであり、
 地理的にも各変数の特性も都市臨海部地域に近いが、港湾施設
 量と地価の伸び率は高い値であり、固有の特性を持った都市と
 考えられる。また、資本金の増加率が全データ平均値を下回っ
 ていることからも、小規模港湾物流施設の都市臨海部への集積
 が考えられる。
⑤全変数増加グループ
  船橋市、東京都品川区の2都市から成るグループであり、3
 要素すべてが全データ平均値を上回っている。特に、施設量と
 地価は3倍以上、資本金は14倍以上に増加している。このため、
 2変数増加グループと同様に固有の特性を持った都市の集まり
 であると考えられる。
  （b）各要素別グループ聞分析
次に、各要素別にグループ問の比較を行う（表5－3参照）。
①港湾物流施設量
  都市軸ラインは6年間、緩やかな傾向を保ったまま緩やかに
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増加していることが分かる。また、臨海部地域、首都圏東部地
域では約15％程増えているが、これも平均増加率よりは低い増
加率である。これに対して2変数増加グループの増加率が最も
高く（約4．6倍）、大きな需要の増加があったのではないかと
考えられる。また、全変数増加グループも約4倍と高い数値を
示しており、新しい拠点として機能していると考えられる（図
5－7参照）。
5
雛
en 4
墾3
肇
羅2
袈
 1
 臼 者晦イン臨海部綴首都圏翻箏勢塑全貌勢
図5－7 増加率分類による港湾物流施設量の比較
 各グループの施設量増加率20）
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② 資本金
 都市軸ラインは約1．3倍程しか伸びておらず、施設量同様に
緩やかに増加している。また、臨海部地域では全データ平均値
を上回る約2．9倍の伸びを示し、施設量の伸びに対して資本金
の伸びが大きいことから、他グループと比較して大手事業所を
はじめ各事業所が重点を置く中心拠点であることを裏付けてい
る。また、首都圏東部地域においては約1．4倍で高くはないも
のの都市軸ラインを上回り、施設量や地価との関連から一部事
業所による用地確保が考えられる。2変数増加グループでは全
データ平均値を下回るものの、4倍近い伸びている施設量に対
しては低い増加率なので比較的小規模施設が多いことを裏付け
ている。さらに、全変数増加グループは他グループと比較して
特に高く （約14．7倍）、需要が伸びたことによる大手事業所等
の進出が考えられる（図5－8参照）。
③ 地価
 地価の増加率は都心ほど高く、臨海部地域、2変数増加グル
ープ、全変数増加グループが3倍以上の伸びを示している。都
市軸ラインは全データ平均値以下であり、都心に立地する物流
施設よりも緩やかな増加にとどまっている。また、首．都圏東部
地域の増加率は約1．4倍と最も低く、地価だけを考えれば立地
しやすい条件にある。しかし先の分析で地価負担力が有意とな
らなかったことや、施設量、資本金等の伸びを考えると、首都
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図5－8 増加率分類による資本金の比較
各グループの資本金増加率20）
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圏全体の貨物流動の変動に対して重要性は高くはないと考えら
れる（図5－9参照）。
 以上のことから、増加率分類を行うことにより港湾物流施設が、
都市軸ライン、都市臨海部地域、首都圏東部地域、2変数増加グル
ープ、全変数増加グループの5つのグループに分類できた。特に多
くの都市によって構成される都市軸ライン、都市臨海部地域、首都
圏東部地域の3グループが重要で、これらのグループから港湾物流
施設がある程度の方向性を持って分布していることが明らかになっ
た（図5－10参照）。
5．4 実績値分類と増加率分類からの検討
 実績値分類と増加率分類で異なり、港湾物流施設の立地分布を検
討には双方から分析を進める必要があると考えられる。そこで双方
の分析から重要なグループの組合わせにより、今後、注目されるエ
リアとして以下の3つを挙げて検討した（図5－6、図5－10、
表5－2、表5－3参照）。
（1） 都心・近距離地域と都市臨海部地域
 実績値分類ではベルト状に、増加率分類では東京湾を取り囲んで
分布しており、各都市の施設量は異なっても港湾取扱貨物量の変動
に対して同様に反応すると考えられる。また、施設量に対して他の
変数の伸びが高いことからも事業者は既存施設の有効利用を選択し
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ていると思われる。
（2） 中距離地域・内陸拠点グループと都市軸ライン
 各都市は主要幹線上にあり、内陸部において都市活動（経済、産
業等）の活発な地域である。4章の分析より都市の商業活動規模が
施設量に影響を及ぼすことから、内陸部に立地する場合もある程度
の商業活動規模を持つ地域に立地すると考えられる。しかし、各変
数とも大きな変化はなく、臨海部の港湾物流施設とは多少性格が異
なり、内陸部の施設量は貨物の変動に対して直接的に大きな反応を
示さず、各都市の都市活動に関連すると考えられる。
（3） 長距離地域と首都圏東部地域
 港湾物流施設量とその増加率が広域に同様に変動すると考えられ
るが、ばらばらに点在しているため地域産業との関連性よりも大手
事業所を中心に都心から郊外へ移転・進出したことを示しているの
ではないかと考えられる。また、都心に比べて地価が安く、比較的
大きな施設が立地しやすいと思われるが、4章の分析で地価負担力
が有意とならなかったことや他の変数の低い伸び率を考えると貨物
流動の変動に対する影響は大きくはないと考えられる。
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 5．5 将来的な立地の考察
 上記の3エリアに対して、首都圏東部の施設量が新港湾や幹線道
路の整備に伴って増加すると、
 ［1］都市臨海部への施設の集積が緩和され、効率的な都市内物流
  が可能となる。
 ［2］都市軸ラインでは都市活動がより活発になることにより、今
  後も緩やかに増加する。
 ［3｝北関東地域（茨城、栃木、群馬）の貨物が都市臨海部への依
  存中心から転換したり、首都圏を背後圏とする新しい拠点がで
  きる。
などの点が考えられる。このため首都圏東部地域の重要性が増し、
今後の立地を検討する必要がある。
  （1） 必要量の算出
 首都圏東部地域、特に茨城県において将来、最大規模となる常陸
那珂港を中心とした港湾物流施設量を、
 ① 将来の貨物量が現在の増加率に基づいて伸びる。
という仮定をもとに算出する。茨城県の全港湾取扱貨物量を過去20
年間の増加率の推移から推定すると、200b年度には開港予定の常陸
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那珂港を合わせて約3．1倍の4．7千万トンに増加する（図5－11、
図5－12、表5－4参照）。これは東京都と神奈川県全域（以下、
東京・横浜圏と記す）の1990年における全港湾取扱貨物量合計値の
約50％を占めており、また、輸出入貨物と移出入貨物の取扱比率
（ほぼ1：1）が同じ傾向を示すことから、首都圏東部地域の利用港
湾が都市臨海部（特に東京・横浜圏）と同じような特性を持つ重要
な物流拠点になると考えられる（表5－5参照）。そこで次に、
② 首都圏東部地域の港湾物流施設は、都市臨海部における港湾
 物流施設の立地特性に従って分布する。
という仮説を考えて、線形重回帰モデルで有意となった移出入取扱
貨物量から東京・横浜圏の施設量と貨物量の比をもとに茨城県内の
港湾物流施設の必要量を算出した。その結果、2000年度には約14倍
（対1990年比）に大きく増加することになるため（図5－13、表
5－6参照）、
③ 首都圏東部地域の港湾物流施設量が都市臨海部と同様に、あ
 る程度の距離帯と方向性を持って分布する。
という仮説を考えて、立地分布の検討を行うこととする。
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表5－4港湾別取扱貨物量の推移（商業港のみ）
港湾名 実績値 推定値 増加率
1990年（トン） 2000年（トン）
常陸那珂・輸出入 一 9730000一
移出入 一 8500000一
鹿島 ・輸出入 4613396 135577222．94
移出入 5212927 76016881．46
大洗  ・輸出入  一 騨
移出入 524584074979661．43
東京  ・輸出入 17798044 458872212．58
移出入 2947里497509807581．73
横浜  ・輸出入 29679803 389145301．31
移出入 11785256 123263751．05
横須賀 ・輸出入 29519 20090 0．68
移出入 7790661105866701．36
表5－5 県別港湾取扱貨物量の推移
都県名 1990年貨物量（トン） 2000年貨物量（トン）合計 15072163比率・％ 46887376比率・％茨城
結
  4613396一 一 一 一 一 一 一 ， 一 曽 一 一 一 一 ” 一 ■ 一 一 一 F 曽 一
@10458767
  30．6一 一 一 F 凹 曽 一 一 一 一 檜 ＿ 一 一 一 r 騨 ” ＿
@ 9．4
 23287722一 一 一 一 一 一 一 一 一 胃 骨 一 一 ＿ 一 一 階 曽 一 ＿ 一 一 一
@23599654
  49．7L 一 一 一 一 一 雫 噂 一 一 一 一 一 一 隔 曽 一 一 一
@ 0．3合計 47269541 96867979
輸出入一 一 駒 一 一 一 一 P 瞬 曹 一 一 一 一 一 一 一 一 ＿
ﾚ出入
 17798044曽 一 一 一 一 一 一 檜 曽 一 一 一 一 一 9 幽 一 一 噌 ， 謄 一 一
@29471497
  37．7一 一 一 一 一 一 一 一 一 簡 一 ＿ 一 一 一 r 一 一 ＿
@ 62．3
 45887221一 一 一 9 一 一 一 一 髄 ■ 一 一 一 ＿ P ， ＿ 一 一 ＿ ＿ ＿ ，
@50980758
  47．4一 一 一 一 一 一 一 鴫 一 一 一 一 P 一 曽 ＿ ＿ ＿  一
@ 2．6神奈川 合計 49285239 61847665
輸出入一 一一 一曽一 一 一一 一 ，＿ 一一一 一 ”＿ 一移出入
 29709322邑 一 一 一 一 甲 一 一 一 馳 掴 一 一 一 一 一 ■ 一 、 ＿ ｝ 曹 一
@19575917
  60．3一 一 一 一 P 陶 一 一 一 一 一 寵 曽 r ■ 一 一 ＿ ，
@ 39．7
 38934620一 一 一 一 一 一 一 ■ 一 一 一 曽 曽 一 一 ■ 一 一 ＿ ， 一 一 一
@22913045
   63一 一 一 ■ 一 一 一 一 一 一 曽 一 一 一 一 ＿ ＿ r 謄
@  37東京＋神奈川 三野 96554780 158715644
輪出入      47507366ρ一冒 一一一一一一一一艀一一■一一一 一曹一一－一一一一一吊、一一一r一一＿一＿P，
ﾚ出入    49047414
  49．2曽 一 一 一 一 一 ” 一 一 ＿ ＿ 一 ＿ 冒 一 一 ＿ 一 ＿
@ 50。8
 84821841一 一 ■   一 一 曹 一 一 一 一 一 一 一 一 ■ 一 r 一 一 r 一 一
@73893803
  53．4一 一 一 一 曽 一 ■ 一 一 一 甲 一 r 幽 ■ ＿ 一 一 P
@ 46．6
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（2） 立地分布の検討
 首都圏東部地域の利用港湾の背後圏としては、北関東や都心部の
広範な地域が考えられる。そこで、
① 北関東自動車道・国道50号沿線をルートa
②常磐自動車道・国道6号沿線をルートb
③東関東自動車道・国道51号沿線をルート。
として（図5－14参照）、首都圏東部地域の港湾取扱貨物量が北
関東地域シェア（ルートa方面）と都心部シェア（ルートb、ルー
ト。方面）で50％ずつに配分されると仮定する。さらにルートb、
ルート。におけるシェアをそれぞれ25％とすると、港湾物流施設量
はルートa、ルートbによる影響から常陸那珂港を中心に75％、ル
ート。による影響から鹿島町を中心に25％の比率を占めると考えら
れる。
 そこで、都市臨海部を中心とした港湾物流施設量の立地分布に基
づいて、距離帯による施設量の比例配分を、常陸那珂港を中心とし
た首都圏東部地域に適用し、検討を行った結果、以下の点が明らか
になった。
①従来の都市臨海部を中心とした港湾物流施設は、その7割が
 輸送距離で50km以内に立地する［主要立地圏］が存在するため、
 首都圏東部地域においても常陸那珂港を中心とする50km内の地
 域だけで約53％（75％の7割）が集積することになる。港湾物
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図5－14北関東地域の港湾物流施設量の立地分布と
  必要量算出対象ルートの設定
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表5－6 港湾物流施設と移出入貨物の推移
1990年 2000年（推定値）施設量（m2）貨物量（トン） 施設量（m2）貨物量（トン）
@・常陸那珂
@・鹿島@・大洗
 10458767…一一一一一…＝一一一一一…一
@ 5212927
@ 5245840
@ 8500000
@ 7601688
@ 7497966
東京 138403029471497203264850980758
@・横浜
@・横須賀
@11785256@ 7790661 @12326375@10586670
東京＋神奈川 270294949047414 355474496806848
25Z
漿2四
鍾ユ5z
讐
亘1四A歪5，
臼
茨城 東京
ge 1 ggz年
 実績値
國2四図年
 推定値
神奈川
図5－13首都圏東部と都市臨海部の港湾物流施設量の推移
 （移出入貨物の推移に基づく推定値）
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流施設の集積は効率的な輸送を妨げ、様々な問題（交通、環境
等）の原因となることから、今後、主要立地圏の拡大を考慮し
た傾斜配分による検討が必要になると考えられる。
② 常陸那珂港を中心とした実績値分類の距離帯による施設量と、
 都市臨海部からの影響による増加分を含めた施設量を合わせて、
 栃木県と群馬県の合計施設量は約4．3倍となる。特に都市活動
 が活発で幹線道路の結節点である内陸拠点グループ（水戸、宇
 都宮、高崎）の重要性は高まり、北関東地域の早期整備の検討
 が必要となる。
 以上のことから、今後、北関東地域の重要性が増すと考えられ、
首都圏全体における港湾物流施設の広域的なネットワーク形成の検
討を進めることが重要となる。
5．6 本章のまとめ
 本章では、港湾物流施設が都市臨海部に集積し、今後、内陸部へ
の移転・進出が避けられない課題であることから、クラスター分析
による立地分布分析を行い、将来的な港湾物流施設の立地について
検討した。その結果、以下のような点が明らかになった。
① 実績値分類と増加率分類から、それぞれ港湾物流施設のグル
 ープ分けが可能となり、港湾物流施設がある程度の距離帯と方
 向性を持って分布することを明示した。
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② 実績値分類と増加率分類によるグループの組合わせにより3
 エリア（都心グループ・近距離地域と都市臨海部地域、長距離
 地域と首都圏東部地域、中距離地域・内陸拠点グループと都市
 軸ライン）に着目して双方から分析を進め、首都圏東部地域を
 中心とした北関東地域の整備に伴う各エリアへの影響とその重
 要性を明示した。
③ 将来における北関東地域の港湾物流施設が、都市臨海部と同
 様に常陸那珂港を中心としてある程度の距離帯と方向性を持つ
 て分布すると仮定して基礎的な必要量を算出し、広域的な視点
 による整備の必要性を明示した。
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第6章 おわりに
6．1 結論
 本研究は、首都圏の都市と港湾を対象としたマクロ的な分析によ
って、貨物流動の変動に対する港湾物流施設量の変化と立地特性に
ついて検討を行った。
 分析の結果、以下の2点が明らかになった。
（1） 港湾物流施設の立地特性
 港湾物流施設の立地について輸出入、移出入貨物別にモデル化が
可能となり、立地特性の分析を行った。
 まず、輸出入貨物に対しては都市産業活動（工業、商業）の彰響
が明らかになり、将来の海上貨物量の増加に対して、港湾物流施設
はその立地都市の商業活動規模が立地に影響を及ぼすことが明らか
になった。
 また、移出入貨物に対しては港湾取扱貨物量、距離、都市産業活
動（工業）、地価、時系列の影響が明らかになり、今後の海上貨物
輸送量の増加に伴い新たな需要の発生が見込まれる。しかし、その
立地都市は工業中心型都市には向かず、既存施設が立地している地
域により集積する傾向にある。このため、貨物量の増加に対して施
設量の大幅な増加は望めないため、郊外への移転・進出は避けられ
ない課題であり、新たな港湾物流施設の立地の在り方が問題になる
と考えられる。
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（2） 将来的な立地の検討
 クラスター分析を適用して港湾物流施設のグループ化による立地
分布分析を行い、将来的な立地について検討した結果、次のような
結論を得た。
 まず、港湾物流施設立地都市の各年別実績値データとその増加率
データからそれぞれ立地分布のグループ分けが可能となり、グルー
プ間特性と、港湾物流施設がある程度の距離帯と方向性を持って分
布することを明示した。
 次に、都市町海部の港湾物流施設の立地特性に従うことを前提と
して、新しい物流拠点としての役割を担うと考えられる首都圏東部
地域を中心に、今後の貨物需要量の増加に伴う港湾物流施設量の基
礎的な必要量の算出を行った。そして、北関東地域に着目して将来
的な立地についての考察を行い、広域的な立地計画と整備が重手な
課題となることを明示した。
6．2 今後の課題
今後の課題としては、以下の5点が挙げられる。
① 港湾と港湾物流施設の空間的な構造の分析
 今回のモデルでは明らかにされなかった港湾物流施設と利用
港湾の間の空間的な影響力についての分析を進めることが重要
であると考えられる。
   73
頁
②時間的な遅れの分析
 港湾物流施設の立地変化とその関連要素との間に時間的遅れ
が生じるため、その原因とずれの大きさを分析することが重要
であると考えられる。
③ 港湾物流施設の取扱貨物別分類
 本研究では全ての港湾物流施設を輸出入、移出入貨物とも取
り扱うものとして分析を進めたので、これらの性格を分けた上
での分析が必要であると考えられる。
④ ミクロ的分析
 今回の分析では説明力の高いモデルが得られなかったので、
より詳細なミクロの分析を行う必要があると考えられる。また、
現実の複雑な貨物流動の分析により近づけるように、今回のマ
クロ分析と、より詳細なミクロの地域間流動分析を合わせた、
総合的な検討の必要性があると考えられる。
⑤時系列分析
 本研究では時系列分析において、円高不況期とその後の平成
景気を含む1985年～1990年の6年間のデータを適用しているが、
この期間が最適かどうかは明らかでほない。このため、さらに
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短期、長期的な港湾物流施設量の立地分析を行って今回の分析
と比較し、検討する必要があると考えられる。
    75
頁
あとがき
 本研究では、これまで行われていなかった首都圏における港湾物
流施設の
 ① 輸出入、移出入別貨物流動の変動に対する施設量の変化と立
  地特性の明示と、
 ② グループ分けによる将来における立地の検討
を行ったことから、本研究で得た基礎分析結果は今後の港湾物流施
設の立地を考える上で重要である。冒頭に述べたように、港湾物流
施設の立地に関する研究は比較的新しい分野ではあるが、都心の物
流体系の再構築や内陸部の地域経済発展に関わる重要なテーマであ
る。したがって港湾物流施設の研究は今後も継続していくべき分野
であり、港湾物流施設が広く社会公共のために地域と共存しながら
機能しなければならないと強く感じている。
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